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東部満洲地域における農業振興と米作
白田拓郎＊
はじめに
，9,0年代の「満洲」｜において日本人が水田開発に一定の成功を収めると、1920年代には朝鮮人や中
国人が積極的に水田事業に参入した．本稿が取り上げる「間島」2（現在の延辺朝鮮族自治州）は、吉
林省東部に位置する有力な穀倉地帯であり、米穀生産量が吉林省全体の3～4割を占めた。米作の中心
的な担い手であったのが、朝鮮から移住した朝鮮人農民であった。
こうした在満朝鮮人を対象とする研究が端緒に付いたのは1980年代のことであり、間島の自然.歴史
､経済なとミの概要をまとめたI延辺朝鮮族自治州概況』、その日本語訳である『中国の朝鮮族』が刊行さ
れた3.1990年代以降は在満朝鮮人研究が活発化し、なかでも農業開発をテーマとする研究成果が多く
発表された。鶴嶋雪嶺氏は、移住者数．作付面積●収穫量の推移について日本側の統治機関が作成した資
料を丹念に分析し、在満朝鮮人による水田開発の発展経過を明らかにした4。ただし、開発において朝
鮮人がどのような課題に直面し、それを克服したのかについては十分に検討されていない。
また同じ時期には、中国東北部の桧案館が所蔵する資料を用いた実証研究が、次々に発表された。衣
保中氏は、清末から1920年代における中国東北部における土地制度や生産主体の変容に注目しながら
水田開発の進展を論じている。1880年代前半に「封禁政策」が廃止されて以降、中国東北部に朝鮮人
や中国人が続々と移住し、各地に点在している荒地の開発をすすめた。衣氏はこれを近代農業の出発点
ととらえ、同時期に移住した朝鮮人が小規模な水田開発を開始したことを明らかにした。また、稲作振
興のためには、旧来の「旗地制度」の解体が進行すると同時に、「墾殖公司」つまり農業公司の成立が
必要不可欠であったと指摘する。農業公司は、すでに1900年代後半には満洲に誕生し、さらに水田ブー
ムを迎えた1910年代前半には12社が奉天省に結成されたという5．このように、清代～民国初期にお
ける稲作の発展過程を解明した点は高く評価できるが、各公司がどのような条件のもとで成立し、経営
を展開したのかは不十分な検討にとどまっている。したがって、水稲栽培が普及した社会的あるいは経
済的条件、水田開発にともなう満洲社会の変容などに留意しながら、開発の実態を再検証する必要があ
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ると考える。
衣氏の研究成果をふまえ、労働力や生産技術に着目し在満朝鮮人の水田開発を論じた研究が相次いで
発表された。金穎氏は、朝鮮人移民の移住、労働力の確保に注目しながら、水田開発が進展した要因を
考察している6。その結果、各地の農業公司が朝鮮人農民を獲得するため交通費や食糧などを支援し朝
鮮人移住を促し、水田開発を推進したことが明らかにされた。
朴敬王氏は、栽培技術や品種に注目し満洲の水稲栽培が拡大した要因を分析した。朴氏によれば、満
洲において栽培される品種は地域により異なり、鴨緑江流域･奉天以南の「南満」は、在来種の「紅梗
子種」（朝鮮産）と「京租」（満洲産）が栽培され、粗放的な農法であっても十分な収穫が見込まれた7°
言い換えれば、肥料を多く投入する内地種は、むしろ南満には普及しなかったのである。また、吉林省
･間島の「中満」には水原試験場が試作した「小田代｣、間島以北の「北満」には1910年代半ばに「札
幌赤毛」が導入され、これらは寒冷地に対応した内地種であったと結論付けている｡もっとも、こうし
た内地種の導入に日本当局の関与を示唆しているが、その普及方法については必ずしも論じていない．
これらの研究に共通しているのは、水田開発の主体として中国人と朝鮮人の農業開発を検討している
点にある。こうした問題意識が先行研究において希薄であったのは、次の理由が考えられる。第一に、
日本帝国主義により支配される朝鮮人という分析視角には一定の限界があった。浅田喬二氏が朝鮮人移
民を「日本帝国主義の『尖兵』として利用された」存在と論じているように8，多くの研究は、朝鮮人
が日本人水田経営者や日系企業の小作人として開発に従事した点を強調してきたのである。ところが、
朝鮮人の農業開発が制限されるようになったのは1920年代後半のことであり、1920年代前半まで中国
官憲の朝鮮人に対する態度はなお宥和的であった。すなわち、依田惠家氏は「日本帝国主義の圧力が比
較的弱い段階」においては両者が「良好な関係」を維持したこと9、また鶴嶋氏も「日本の侵略が本格
化するまで」は中国人と朝鮮人は利害を共有していたことを指摘している'0．両氏が言う関係良好な時
期は必ずしも明示されていないが、1910年代～1920年代前半は、朝鮮人の移住を奨励し土地開墾を促
進する「招墾政策」が実施された時期であったニおそらく、この期間に限り、在満朝鮮人は、1920年
代後半と比べればなお安定した経営や生活を営むことが可能であったと考えられる。
第二に、従来の移民政策史が1930年代の朝鮮人移民を対象としているため、1920年代の朝鮮人移民
に関する検討が不十分なことである。たとえば、金永哲氏は朝鮮人移民政策を満洲事変期と移民統制政
策の「成立期」・「変遷期」・「衰退期」の4つの時期に分けて論じている''。まず、満洲事変期には、
治安混乱にともない朝鮮人避難民が各地にあふれ、「鉄嶺農村」の事例から具体的な救済策が実施され
たことが明らかにされた｡次に、移民統制政策について、計画立案ならびに政策の主導権をめぐる政治
的対立に注目し、関東軍が日本人移民、朝鮮総督府が朝鮮人移民を奨励していたことが指摘されてい
る。さらに、朝鮮人移民の営農実態についても言及し、北満洲地域において水田事業が開始されたのは
l930年代とする｡その論拠として、金氏は「北満東部地方の国境地帯」に朝鮮人が流入したこと、朝
鮮人を経済的に支援する朝鮮人民会･金融会･農務模が増設されたことをあげている□しかし、金氏自ら
が満洲事変以前に朝鮮人が問島と奉天に移住したと論じているように、「人的資源」となる朝鮮人は、
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すでに1920年代には間島に居住していたのである。また、朝鮮人に営農資金を供給する朝鮮人民会附
属の金融会も、1920年代前半には間島に設置されていた。このように、朝鮮人移民に関する指針が示
されたのは1930年代であったが、朝鮮人が水田事業に着手する諸条件は、すでに1920年代に形成され
ていたと考えられよう。
そこで本稿は、1910～1920年代の問島地域における水田事業の振興とその要因を検証するニ満洲の
農業生産を取り上げる場合、資本、土地、労働力、機械など多面的に論じなければならないが、とくに
問題となるのが労働力の獲得と言えよう｡まず、土地開墾や水稲栽培を担った朝鮮人の移住過程を検証
したうえで、次に移住した朝鮮人が建設した灌慨施設や朝鮮人農民との小作契約、さらに1920年代の
水田事業を牽引した農業公司の設立経過を明らかにする。
1．間島における水田開発の進展;1900年代後半まで
（1）水田開発の歴史的経過
17世紀以降､清国は漢民族や朝鮮人の移住を禁止する、いわゆる「封禁」】2を実施していた。1626年、
清国は指定した地域以外に朝鮮人が定住することを禁止し、さらに1712年に康煕帝は穆克登を問島に
派遣して白頭山頂上に「定界碑」を建立し、朝鮮人の移住を全面的に禁止した。これが廃止されたのは
1883年であったが、この間に移住者を制限することは実質的に不可能であり、朝鮮人は続々と満洲に
入植した'3。すでに1875年には、清国は「盛京東辺閑砿地帯開墾条例」を公布し、朝鮮人の移住を奨
励する「招民開墾」を促していた？こうして、封禁は1870年代には既に形骸化し、1883年を迎える以
前に実質的に撤廃されていたのである§
ところで、朝鮮人の移住とともに満洲においては水稲栽培が開始されたが、その歴史は19世紀後半
にさかのぼる。山本進氏によれば、鴨緑江流域においては、19世紀半ばには山東半島から移住した中
国人が平安北道ならびに成鏡南道出身の朝鮮人を利用し土地開墾に着手した[4．また､金穎氏によれば、
1850年代前後には通化地方・安東・間島地方を基点に水田開発が進行したという1s。1840年代には朝
鮮人農民は移住した潭江流域において水田開発をはじめた。さらに1875年頃には、通化上甸子･下甸
子や近隣の京興・柳河．桓仁、1880年頃には安東湯山城・鳳城沙利塞に伝播した。1900年頃になると、
柳河県の朝鮮人農民は海龍.東豐･西豐･開原に到達し､これら移住先において水田を開いた'6。こうして、
遅くとも1900年前後には、鴨緑江流域から東清鉄道南満洲支線（のちの南満洲鉄道）の沿線に朝鮮人
が進出し、各地で水田開発に従事していたことが確認できよう｡
さらに、日露戦後には、奉天地方を中心に水田開発がはじまり、1906年に奉天において金時禎が、
撫順において宋乗柱と金万里が新たに水田を開いた'7｡1908年には、奉天に移住した朝鮮人が、近接
する新民県西公大屋において500町歩の水田を経営していた。ところが、1911～12年にかけて中国側
が朝鮮人の水稲栽培を「禁逼」したため、朝鮮人農民は耕作の中止を迫られた。そのため小作人として
新民県に残留した者を除いて、朝鮮人は近隣の撫順や本渓湖へ移住した'8．他の地域に転出した朝鮮人
は、引き続き水稲栽培に従事したと考えられ、こうした朝鮮人の離散は各地に水稲栽培が広範に伝播す
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る重要な契機となったのでる。
l913年には、満洲各地において水田開発熱が沸騰し、奉天以外の地域においても本格的に水田開発
に参入する朝鮮人が登場した。のちに朝鮮総督府は、満洲水稲作の発展が「愈々確実」であると判明す
ると、「満洲の沃野」を憧‘|景する朝鮮人が奉天.吉林省のみならず東部内蒙古に移住し、開墾に従事した
と回顧している]9。
また同じ時期、朝鮮人のみならず中国人も水田開発に関心を示すようになった。1913年、中国当局
は「奉天水利局」を開設し灌慨設備を整備すると同時に、耕作者を募集し水田6,000町歩を開拓した。
とりわけ急速な発展を遂げた奉天附近の公太屋.呉家荒.荒塔湾.北陵地方は、満洲の「有名なる米産地」
として後に広く知れ渡ることとなった20.
（2）間島への朝鮮人移住
1909年の間島協約の締結、さらに翌年の韓国併合の実施を契機に、朝鮮人の間島移住は本格的に始
動した。すでに1910年時点において、間島には約83,000人の朝鮮人が居住していた21。また領事報告
によれば、朝鮮人人口が短期間に急増し、1912年12月時点には、その数が約134,000人に増加し22、
さらに1919年頃には1910年の3．6倍に相当する約300,000人に膨れ上がった23．
間島への移住者は、豆満江の対岸に位置する成鏡道出身者が圧倒的に多数を占めた｡出身地別の移住
者数を示した表lによれば、問島への移住者総計は126,972人であったが、うち成鏡道が90,283人を数
え、全体の約71%を占めた。このように移住者数が突出しているのは、豆満江を境界線として成鏡道
が満洲に隣接し、ほかの地域に比べて移動距離が短いからと考えられる。そのため朝鮮半島の北部出身
者は短期間に間島に移住し､ついで中部および南部出身者は､間島の耕作地可能地には一定の限界があっ
たため、「奥地」つまり長春・ハルビン・吉林・奉天への移住を余儀なくされた24・
満洲に移住した朝鮮人は、朝鮮半島において農業に従事していた。表2に示した吉林省延吉県長安村
への移住ケースをみると、1908年に最初に移住した金忠植に続いて、1918年に李珍福が入植し、ほか
表1問島への移住累計者数（1912～1926年）
単位；人
移住者数出身地
????
???》
??
(出所）朝鮮総督府内務局社会課｢満洲及西比利亜地方二於ケル朝鮮人事情｣1927年、韓国史料研究所『朝鮮統治
史料」10、宗高書房、1972年、387～392頁。
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表2間島長安村への移住
移住前
出身先 移住年 移住経路 自作地 小作地
水田 畑地 水田 畑地
威鏡北道 1908 長安村 2.1
威鏡北道 1913(1934) 老道溝→長安村 0.3 2.1 1.4 4.2
威鏡北道 1918 長安村 3.5
威鏡北道 1920(1933) 茶條溝→長安村 0．3 5.2 0.7
平安北道 1920(1934) 天宝山→長安村 1.4 2.8 1.8
成鏡北道 1916(1939) 二道溝→長安村 2.1 0.3 4.9 6.3
l■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
(出所）南満洲鉄道株式会社調査部「在満鮮農ノ移住入植過程ト水田経営形態』1941年、337頁。
(注）括弧内は、ほかの地域から長安村に移住した年次。
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単位；町歩
2.1
3.5
5.6
■■■■■■■■■■■■■■
の4名は1933年以降に間島の各地から長安村へ移住した。羅元黙を除く5名は威鏡北道の出身であり、
あらためて間島と成鏡北道との地理的な結び付きが確認できよう。この6名は、移住前に水田･畑作を
経営する自作農であった。移住後もなお引続き6名は農業に従事していたが、うち金忠植･李珍福は移
住後に自作地を獲得できず、小作人として開発に従事した。
続いて移住の要因であるが、朝鮮半島において発生した「凶款」のため貧窮化した農民や、日本の植
民地支配に不満を持つ者が満洲に流入したと説明されてきた25．ところが、金森襄作氏は、これまで有
力な移住動機と考えられた「貧窮移民説」や「政治的移民説」を退け、あらたに「定住型移民」の存在
を指摘した26･つまり、成鏡北道と平安北道の自作農が、間島において土地経営を企図し移動したので
ある。こうして、労働力となる朝鮮人が1910年代に間島に続々と移住するにともない、同地の水田事
業は発展の様相を呈したのである。
（3）間島地方の水田開発
間島は、朝鮮人の移住拠点であるとともに、清朝時代から稲作の先進地域であった。先述のように封
禁が廃止されたのは1880年代であるが、すでに1845年頃には朝鮮人が延吉･龍井村･和龍･汪清･琿春に
おいて水稲栽培に着手していた27･朝鮮総督府の調査報告によれば､間島は「重畳ダル山岳陵」が連なっ
ていたが、朝鮮に比べれば「地味能ク」水田に適した土地が広がっていた28.さらに、問島では水田経
営に不可欠な灌慨用水を得ることが比較的容易であった。豆満江とその支流の海蘭河･嗅冴河･布爾ﾛ合通
河が流れていたため、灌概設備を建設すれば必要な農業用水は確保できた29．このように、問島には水
田事業に着手する所与の条件、すなわち広大な土地と豊富な水系が備わっていたのである。
水稲栽培に適した環境が存在していたにもかかわらず、間島における本格的な水田開発は、朝鮮人が
移住する1910年代を待たなければならなかった。外務省の調査によれば、間島の主要農産物は粟や高
梁などの雑穀類であった。表3のうち粟をみると、作付面積は13,000町歩、収穫量は210,000石に達し
たことが確認され、間島粟は朝鮮に輸出できるほど多くの生産が見込まれた。これに比べれば、水稲は
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表3間島における各種農産物の作付・収穫高
単位：町歩、石
?????
????????
?????????
(出所）外務省通商局｢満洲事情｣第4輯第2巻、1910年（『満洲事情』第4巻、大空社、l991年)、146-147頁｡
(注）数字は1910年時点のもの。
端緒に付いたばかりであり、その作付面積はわずか45町歩に過ぎなかった。また、統監府の調査にお
いては、同年の作付面積が100町歩であると報告されている30o
しかし、水田ブームの影響が間島にも波及すると、間島の作付面積は1915年に330町歩、1920年に
3,700町歩と急増した31．5年間に10倍強の急拡大を遂げた要因として、高崎宗司氏32は灌概設備の普
及を重視する｡間島において初めて灌概が建設されたのは1906年頃であり、延吉県勇智郷において7
町歩の施設が竣工した。間島各県における灌概建設を示した表4によれば、朝鮮人地主は延吉県内に灌
概建設をすすめ、信守郷に2,293町歩、志仁郷に318町歩、崇礼郷に186町歩の施設を設けた。これら
を含め延吉県内に設けられた灌概は4,268町歩に達し､その割合は間島4県の約57％を占めたのである｡
また、1920年代になると、各種団体が大規模な灌概施設を整備し、たとえば光開水利組合は和龍県四
光社に360町歩、間島救済会は琿春県純義郷に約1,000町歩の水利施設を設けた33。このように、水稲
栽培の伝播とともに各地において灌概の建造がすすみ、1923年時点の灌概面積は、延吉県4,268町歩、
和龍県602町歩、汪清県l,060町歩、琿春県1,494町歩、合計7,424町歩に達したのである。
さらに、間島における優良品種の配布も、水田開発を促した要因と考えられる。すでに李海訓氏が述
べるように、間島における「小田代」の普及が水稲栽培の振興に結び付いた34.1915～17年にかけて
間島総領事館は、朝鮮の水原模範農場から取り寄せた「小田代」を改良し、朝鮮人に無償で配布した。
小田代は、短期間のうちに間島各地に急速に拡大し、1919年には栽培品種の3割、翌20年には6割を
占めるようになり、間島を代表する品種となった35･
こうして間島では、1910年代後半には水田開発が次第に有望視されるようになった。また、満洲に
支店を持つ東洋拓殖株式会社は、間島の稲作について相当の収穫が見込まれ、対朝鮮輸出が可能である
と予測していた。間島対岸に位置する成鏡北道においては、朝鮮米より「比較的廉価」な間島米の需要
が拡大していると報告していたのである36。
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表4間島各県の灌潤面積(1917～23年）
単位；町歩
県名｜郷･社名｜灌慨面積
延吉県
和龍県
汪清県
琿春県
合計
(出所）牛丸潤亮、村田愁麿『最近間鴫事情」朝鮮及朝鮮人社、1927年、355～357,360～364頁｡
(注）灌概面積は1917～23年の累計。
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2．間島以北における開墾事業；1910年代後半～1920年代
（1）東渭鉄道沿線への伝播
河川や灌概などの一定の条件を満たせば、間島以外の地域におIいても水田経営はそれほど困難でな
かった｡1920年代後半には、これまで奉天や撫順など満洲南部に限られていた水田経営地が、北は吉
林省東北部、西は白音多拉･鄭家屯など東部内蒙古へと広がった37.
①間島北部
1910年代後半には、朝鮮人による水田事業は間烏北部に伝播した。1916年に吉林省東密県小綏芥に
おいて威鏡南道出身の崔東漢が試作し、翌17年には同省蜜安県において朝鮮人が「相当ノ成績」を納
めると、水稲栽培に朝鮮人が続々と参入を果たした。この両県において水田経営が可能であったのは、
東蜜県が綏芥河流域に、蜜安県が牡丹江流域に位置していたからである。たとえば、東寶県拉口屯にお
いては、河川を堰き止めた水路が開鑿された。また1918年には鍔安県海林地方において水利施設が建
設された38．海林は、海林河･歳呼河.馬連河.ﾛ合蛎河などの支流が牡丹江に注ぎ、そのうえ「豊饒」な
土地が広がる地域であった。水稲栽培に必要な水利が比較的容易に確保できたため、1918年に「水田
業の勃興」を迎えたのであった39,つまり、間島以外の地域においても、水稲栽培に必要不可欠な用水
は、比較的簡単な灌概設備により確保できたのである．
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②ハルビン周辺
東清鉄道の要衝であるハルピンにおいても、1910年代後半に朝鮮人による水田経営ブームが加熱し
た40≦同地において朝鮮人が農業を始めたのは1908～09年頃であり､水田ブー ムを迎えた1917年には、
朝鮮人による水田開発に拍車がかかった。さらに、中国人地主も水田事業に強い関心を寄せ、労働力と
なる朝鮮人を「歓迎」し、未耕地の開墾を企図した41。
すでに金穎氏が朝鮮人の満洲移住と水田開発との関連性を指摘しているが、朝鮮人の流入という論点
だけでは水田事業が勃興した背景を十分に説明できない。そこで本稿において注目するのが水田を維持
するために必要不可欠な水利施設である。間島とその周辺地域、および東清鉄道沿線においては、溝渠
を掘るだけの簡単な設備により豆満江や牡丹江などから引水できたため、水利施設を備えた水田が次々
に開かれたのである。
（2）水田経営の維持
南満洲鉄道株式会社（以下、満鉄）が作成した調査報告書(1942年）は、中国官憲による在満朝鮮
人への「妨害」が影響し、朝鮮人農民の生活は次第に困窮したと述べている42･この報告書は、朝鮮人
小作農が極めて零細な土地と高い小作料の「來撃」を受け、生活難に陥る模様を描いている。これは、
当時の小作農の営農実態を表した一面に過ぎず、その内容は十分に吟味する必要がある。なぜなら、朝
鮮人が経済的に困窮する側面を強調し、1920年前半まで実施された「招墾政策」に言及していないた
めである．
たとえば、北清事変の際には、朝鮮人は戦禍を逃れるため間島から吉林に避難した。本来、朝鮮人が
定住するには中国籍への帰化が必要であったが、中国人地主は、土地開発を最優先し、帰化を求めず朝
鮮人に定住を促した43.
引き続き中華民国期にも招墾政策は実施された。吉林省政府は、移住した朝鮮人が5年以内に荒地を
開墾することを定め、また黒龍江省政府は「黒龍江省行政公署招墾布告」および「黒龍江省招墾規則」
により朝鮮人の定住を促していた44.また、少し時期が下るが、1925年前後の吉林省敦化県・額穆県
下においては､中国人地主が移住してきた朝鮮人をあたかも「奪合」う状況であると報告されたように、
地主は農業労働力として朝鮮人に大きな期待を寄せていたのである45｡
おそらく、間島にも敦化県と同様に未開墾地が広がっていたが、開墾に従事する労働力が極端に不足
していたと考えられる。このため、地主は共通して労働力の確保を課題に掲げ、積極的に朝鮮人移住者
を受け入れたのである。すでに1910年代には、問島の朝鮮人農民は185,000人に達していた46･その
数は1920年代もなお増加の趨勢をたどり、1925年に約309,000人に達し、間島に居住する朝鮮人の8
割を占めた17。おそらく、1910年代に間島に移住した朝鮮人は、その過半が間島に定住する傾向にあっ
たと考えられる。表5は、朝鮮人民会に加入している朝鮮人家族の入植時期をまとめたものである｡調
査は、1928年末時点の移住の概況について全18民会のうち16民会を対象に、満鉄の吉林公暑が実施
したものであるが、1910年代あるいはそれ以前に入植した朝鮮人家族の定着割合が高いことを示して
いる。もっとも、地域的な差違については無視できないが、民会に加入していた総戸数約59,000戸の
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表5朝鮮人民会加入家族の入植時期
単位；人、％
BA
15
?????（?〕????????????
17
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
(出所）南満洲鉄道株式会社「満蒙事情jlO1、1930年2月、39頁。
(注）数字は1928年末時点のもの。
うち、1917年までの定住者の割合は実に48%に達していた。とりわけ、龍井村.局子街.頭道溝などの
日本領事館が配置された場所は、顕著に高い割合を示したのである。おそらく残り半分は、間島周辺に
移住したと考えられ、こうした定住と拡散を繰り返しながら、満洲各地に水田事業が普及していったの
である。
その一方で、人口の流動化は労働力の逼迫をもたらす可能性を含んでいた。敦化県の事例が示すよう
に、労働力の不足は間島の地主においても深刻な事態であったと言える。そこで、地主は小作人に低い
小作料を提示し、地主小作関係の維持をはかった。地主と小作人が収穫物を「折半」する小作慣行が一
般的であったが、朝鮮人小作人がより少ない地方、たとえば間島の百草溝地方においては、地主は小作
料を「軽少」にとどめた48。また、朝鮮総督府の調査によれば、間島においては朝鮮人の小作農に有利
な契約が結ばれ、小作農は収穫物の3割程度しか小作料を納入しなかった49。あえて地主が小作人に讓
歩したのは、労働力の確保が水田経営を維持するための重要な条件となっていたためである。つまI)、
朝鮮人小作人が契約を解除すれば「小作地ノ荒廃」は必至であり、小作人の有無が経営成績を大きく左
右したのである。
民会の管轄地 民会加入総戸数；A
入植時期
1912年以前；B 13～17年；C
龍井
局子街
頭道溝
依藺道
銅佛寺
天宝山
八道溝
二道溝
6,891
3,702
5,613
2,446
3,056
4,354
2,637
6,829
2,788
2,592
2,365
472
693
550
27
1,013
1,063
278
2,145
326
777
480
418
450
40
70
42
19
23
13
1
15
太拉子
南陽坪
釜洞
3,172
3,923
3,412
1,343
1,914
1,586
580
464
989
42
49
46
百草溝
嗅畷河
涼水泉子
4,460
1,074
935
97
273
265
145
542
174
2
25
28
琿春
頭道溝
3,816
3,107
1,084
1,260
833
563
28
41
合計 59,427 18,322 10,227 31
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このように、間島の水田事業は、労働力となる朝鮮人農民が増加し続けたこと、小作農に有利な契約
が結ばれたことにより、1920年代以降も順調に発展し続けたのである。
（3）作付面積の増加とその要因
①作付面積の推移
1920年代の吉林省各地においては水田開発に拍車がかかり、作付面積は増加の一途をたどった、新
聞によれば、水田開発は奉天省東山地方･吉林省間島地方･ロシア沿海州において可能であり、未開墾地
は500,000町歩に達していた50･この数字の客観|生はともかく、1920年代の満洲において水稲の作付面
積が増加基調にあったことは確実である。1920年代の水稲作付面積をまとめた表6によれば、1920年
における作付面積は25,000町歩、収穫量は320,000石であったが、1923年には49,000町歩、618,000石
とわずか3年間で倍増した。1920年代後半においても作付面積と収穫量は順調な伸びを示し、1930年
には98,000町歩、803,000石に達した。満洲においては1920～30年のうちに作付面積は4倍、収穫量
は2．5倍に増加したことが確認できる。
なかでも、この時期に作付面積が急速に拡大したのが、水田開発の起点となった間島であった。前掲
の表6によれば、作付面積が1920～23年に3,700町歩から7,200町歩とほぼ倍増したことが判明する”
また、1920年代後半における吉林省における問島の作付面積を見ると、満鉄作成による統計害の精度
については十分な検証が必要であるが、1920年代を通して作付面積が拡大傾向にあったことが読み取
れる。吉林省に占める間島地方の割合は1928～30年には最大で27%を占め、1931年には34%に上昇
1920年
1923年
1928年
1929年
1930年
1931年
1932年
表6満洲における水稲作付面積と収穫高
単位；町歩、石、％
一
一 一一
■■■■一一
収穫量
320,000
618,023
779,295
712,130
803,392
825,721
(出所）石津半治「満洲の水田｣(二）『帝国農会報』第10巻第10号、1920年10月、32頁。東洋拓殖株式会社
調査課「満蒙の水田事業一「東拓月報』第4巻第1号、1923年1月、36頁。南満洲鉄道株式会社総務部
調査課ﾛ合爾賓事務所運輸課『満洲産業統計昭和四年版」1930年、24･32頁。南満洲鉄道株式会社総務部
調査課『昭和5年満洲産業統計』1931年､lO･18頁．満鉄経済調査会「昭和6年満洲産業統計』1933年、
10．18頁（以上、満洲全域・収穫量)。南満洲鉄道株式会社庶務部調査課ﾛ合爾寶事務所運輸課『東三省産
業統計年報昭和三年版』1929年、20頁‘前掲『満洲産業統計昭和四年版｣、28頁。前掲「昭和5年満
洲産業統計｣、14頁･前掲『昭和6年満洲産業統計』、14頁。満鉄経済調査会『昭和7年満洲産業統計』
1934年、15頁、朝鮮総督府内務局社会課「満洲及西比利亜地方二於ケル朝鮮人事情」1927年、韓国史料
研究所「朝鮮統治史料』10、宗高書房、1972年、594頁（以上、吉林省・間島）
(注）数値は原資料をそのまま集計した。収穫量の数値は玄米に換算した。
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した。翌32年には､吉林省の作付面積は前年から減少基調にあったが､間島においては減少幅が小さく、
そのため間島の割合は45％に達したのである。
②農業公司設立の濫膓
1910年代を水稲技術が各地に普及した時期とすれば、1920年代は組織的な水田開発が繰り広げられ
た時期と言える。朝鮮人人口の増加にともない、水田事業に必要な労働力を確保することは必ずしも困
難ではなく、農業公司は在満朝鮮人を動員し、各地で水田事業に乗り出していくのである。
ところで、1920年代に生産の担い手が大きく変わったのは、これまで水田事業を牽引してきた日本
人が事業から撤退したからであった。すなわち、1910年代後半の未曽有の米価高騰は、生産者にとっ
て経営拡大の絶好の機会であったが、1920年代になると、米価の下落により水田事業から撤退したの
である｡そこで新たに参入したのが､日系企業の農事会社と朝鮮人･中国人が設立した農業公司であった。
とくに、後者については金穎氏が1931年までに奉天省と吉林省に26社の農業公司が設立されたことを
明らかにしている二1910年代前半には、農業公司は主に満洲南部つまり奉天附近の遼中･鉄嶺･新民県
に設立された’1920年代になると満洲中部と北部つまり吉林省の開発がすすみ、両省に17の農業公司
が設置された。1919～22年には長春附近の徳恵県･楡樹県と吉林附近の樺甸県、1923年以降に吉林以
北に位置する東清鉄道沿線の濱江県･寧安県･珠河県･海林などに公司が設けられた。さらに開発は東清
鉄道の北側に展開し、1921年には饒河県に「華豊水田株式公司｣、26年には虎林県に「虎林県稲田公司」
が開設された5'◎ここで注目すべきは、農業公司の建設が奉天附近→吉林省長春→吉林省東清鉄道沿線
→東清鉄道以北と進行し、先述した水田の伝播経路とほぼ一致していることである。
このように、1910年代以降の満洲各地には、水田開発を目的とした農業公司が設立された。しかし、
先行研究は水田事業が発展したという事実のみを強調し、公司個別の成立事情については検討していな
い。したがって、本稿は饒河県において鄭安立が計画した「華豊水田公司」に着目し、その設立の経緯
を確認したうえで、直面していた経営の課題やその解決方法を検証していく。
3．鄭安立の農業公司建設計画
（1）饒河県の概要
①鄭安立の経歴
鄭安立こと鄭永澤は、1872年に忠清北道の両班の家系に生まれた．幼少から漢文を学び、「漢城師範
学校」に入学した。のちに忠清北道の「清州私立普通学校」や「京城普通中学校」の校長を務め、1907
年には京畿道陽城郡守となった◎鄭が間島に移住したのは1908年3月であり、その目的は土地の開墾
にあった52．所有権を獲得するには中国籍に帰化する必要があったから、この時期には帰化したのであ
ろう。なぜなら、韓国併合後には帰化の申請項目である居住年限が5年に引き下げられ53、積極的に帰
化が促されたためである。1912年には吉林省吉林に転居し、吉林省額穆県において自ら30町歩の水田
を経営した。当初は、個人で経営する小規模な農場に過ぎなかったが、1910年代後半～1920年代前半
には、間島や饒河県において水田事業を運営するため、農業公司の設立を企図していくのである。
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②饒河県の立地
饒河県は、樺太の豐原と同じ北緯45～47度の寒冷地帯に位置し、しかも東清鉄道から遠く離れた僻
地にあった。このため朝鮮人の移住者は、若干時期が下るが1936年時点でわずか6,000人に過ぎなかっ
た。ところが、朝鮮人入植の歴史は古く、すでに1880年代には薬草を採取するため間島より移住し、
さらに中国人の苑福堂がウラジオストクより朝鮮人を呼び寄せ水田の開墾を開始した。ほかの地域と同
様に饒河県においても朝鮮人は水田開発に着手したが、それが可能であったのは土地.水利.労働力の必
要最低限の条件が満たされたためであった。つまり、広大で肥沃な土地、ウスリー河からの水利、労働
力の投入などの条件がととのい、初めて水田が造成されたのである54．
水田経営を開始するうえで、最初に確保しなければならないのが土地であった◎鄭安立は中国籍に帰
化したため、最初に移住した問島において土地を比較的容易に確保できたと言えよう。ちなみに、間島
居住朝鮮人の帰化はすすまず、1927年時点における帰化人口は55,684人であった。これは、間島にお
ける朝鮮人人口356,061人(1926年）の約15%に過ぎなかった55o
（2）公司設立の経緯
①1910年代後半
鄭がとりわけ水田事業に注目したのは、水稲栽培が朝鮮人の「生業」であり、また事業の高い収益性
が期待できるためであった。深澤暹吉林領事館の報告によれば、1917年4月頃に鄭は北京政府外交部
に朝鮮人の経済的救済のため開発計画を上申した56．在満朝鮮人の「救済」が急務である理由について、
｢無財力ニシテ自立シ難キ」状態に陥った「墾民｣、つまり朝鮮人農民への救済が喫緊の課題であるため
と説明した。そして、具体的方法として提案したのが、朝鮮人を吉林に入植させ水田開発に従事させる
ことであった。鄭は、吉林省間島から4,000名、奉天省撫松から2,000名、朝鮮半島から4,000名、合
計10,000人という大規模な開拓団を吉林に招致し、荒地の水田化を計画していた。しかし、この開発
プランが実行に移されたことは確認できず、鄭が農業公司の設立を実現したのは1920年代前半のこと
であった。これ以降、鄭は、「大豊水田公司｣、「株式会社華豊開墾公司｣、「華豊水田株式会社｣、「華豐
水田公司」の4つのプランに関与していく。
②1921年；「大豊水田公司」
鄭が最初に設立を計画したのが「大豊水田公司」であり、在満朝鮮人の救済のため「〔移民の〕招雇」
を試みた。しかし、その計画は必ずしも順調には進行しなかった。満鉄の対外折衝機関である奉天公
所の鎌田弥助は、その事情を次のように報告している57･すなわち、鄭は、土地と現金をあわせた原資
500万元により大豊水田公司を設立し、水田経営を計画していた。ところが、吉林省の認可を得て事業
を開始しようとしたところ、有力者の死去と「匪賊」による被害のため、出資者が出資を控え事業はや
むなく中止に追い込まれたのであった。
また、森田寛蔵吉林総領事は、鄭の事業が頓挫した原因を、安徽省出身の項席珍なる人物が関与した
ことにあると斎藤実朝鮮総督に報告している。つまり､鄭自身は「吉林実業庁ノ批准」を得ることは「確
実」であると述べていたが、そもそも、項自身が饒河県に土地を所有する事実を確認できず、そのため
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項の行為に対する不信が強まった。ついには吉林実業庁が項に脱退を勧告したため、ここに鄭安立の項
席珍との関係が絶たれたのであった38。
③1923～24年；「株式会社華豊開墾公司」「華豊水田株式会社」
こうして計画が頓挫すると､鄭は「株式会社華豊開墾公司」を設立し資金調達を画策した。なぜなら、
土地の獲得や水利の整備に一定額の資金が必要とされるためであった。ところが、同公司は中国人や朝
鮮人から出資金を集めるための「名義ノミノ会社」であり、実態はなかった59◎
さらに同じ時期に、鄭は「華豐水田株式会社」の設立を計画した。奉天公署の報告によれば、この会
社は大豊水田公司と同様に開墾ならびに水田事業を目的として、吉林省饒河県の饒河流域の開発を予定
していた。資本金は500万元であり、資金調達のために組織された「東省興農組合」が、組合加入者の
土地を抵当あるいは売却して建設資金を得る公算であった。監督官庁である吉林実業庁は、農業公司の
設置が吉林省の水田開発に「大二稗益」すると判断し、鄭を支援した60。こうして、吉林省から設立認
可を得ることがきでたが、最終的に経営資金の調達が滞り、具体的な活動を始めるまでには至らなかっ
たのである61o
（3）資金援助の要請
鄭は、プラン遂行のため日本政府へ資金の提供を求めたが、鄭の経営能力や行動思想に注意し当局は
慎重な姿勢で臨んだ。なぜなら、山内四郎ハルビン総領事の報告が示すように、農場の立地条件が間島
に比べて恵まれていないという事実を政府当局がすでに承知していたためである。すなわち、山内は、
農場の建設予定地である饒河県が「辺陳ノ地」であり､現地の事情を知らずに「〔鄭重に〕漫然投資スル」
ことはリスクを抱えること、また仮に十分な利益が見込めるのであれば、「特殊会社」つまり東洋拓殖
株式会社と東亜勧業株式会社に開発を担当させるべきであると述べていた62･
また、日本政府は鄭を独立運動家と判断し、常にその言動を監視下に置いていた。内偵対象者である
鄭については、関東庁や在外公館が常にその動静の把握に務めていた。関東庁警務局は、来日目的や面
会者など鄭一派の動向をとりまとめ、それらを関係各省庁に配布した◎鄭の上京に際し、「華豐水田公
司代表鮮人入京ノ件」と題する文書が作成されているが、1923年10月16日付の報告は、鄭が川村竹
治満鉄社長の紹介により外務省や農商務省を訪問し、事業への協力を依頼したと述べている63．
翌24年にも、鄭は「華豊水田公司」の設立準備のため来日し、政府当局に協力を要請した。4月22
日付の斎藤実宛書簡において、鄭は清浦奎吾首相に対し水田開発の意義を強調した“。
本事業即是満洲開墾事業は、元より小生一個人の事にあらず、実に在満鮮人三百万の死活問題にし
て一日も等閑に附すへきものにあらざることは閣下既に御諒解遊され候に付今更御煩に及ざぱるこ
とと存じ候（中略）本日首相（清浦奎吾一引用者）閣下に御面会に預り陳情候処、首相閣下に於て
も在満洲鮮人の現状を察知せられ借款に就ては同情を表するのみならず、政府としては当然借款す
へき成算あるも、一応閣下の御意見を打合の必要ありとの御話に有之候、小生誠に感謝に堪ざる次
第に御座候
前半部では、「満洲開墾事業」が在満朝鮮人の「死活問題」に大きく関係していること、後半部では
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公司建設に必要な借款提供を清浦奎吾に求めたことが記されている。会談の詳細な内容は一切不明であ
るが、おそらく清浦は斎藤実朝鮮総督に対して事前に相談する必要があるとして、即答することは避け
たのであろう。鄭の楽観的な予測とは対照的に､日本政府は鄭に対する資金援助を跨跨せざるを得なかっ
たのである。
（4）「華豊水田公司」の成立
①現地社会との協調関係
鄭が試行錯誤を繰り返しながら公司設立を企図したが、計画は資金難のため必ずしも順調に推移しな
かった。日本政府から資金援助を引き出すことが不可能と判断した鄭は、現地社会との積極的な提携関
係を模索するようになる。なぜならば､｢充分ナル了解」と「協調ヲ保ツ」ことが､水田事業における「成
功ノ要点｣と判断したためである｡発起人には現職の吉林省議会副議長である劉樹春と程科甲をはじめ、
趙奉壁（前饒河県教育会長）や段親元・馬振麟・倉象賢（前饒河県行政科員）なと饒河県の行政関係者
が加わり65、鄭のねらい通り「華豊水田公司」は「華韓合弁」の公司として設置された。また、大規模
な水田経営には中国側の協力が必要であったことは石光真情に宛てた書類においても確認され、「華豊
水田公司」は中国側からの「熱烈ナル援助」を得て、ようやく設立に至ったのである66･この「援助」
が具体的に何を指しているかは不明であるが、公司設立に必要な資金であったと考えられる。先述した
ように吉林省政府は水田開発が有望であることを認識していたので、発起人以外にも吉林省関係者らが
出資したのであろう。
金穎氏の指摘によれば、鄭は1921年に「華豐水田株式公司」を饒河県に設立した｡これは上述の農
業公司と名称が似ているが、華豊水田公司に該当するものと考えられる。なぜなら、計画のうち華豐水
田公司が実際に設立されたためである。もっとも、金氏は設立を1921年としているが、活動を開始し
たのは1924年であった］
②事業計画
鄭は公司建設の発起人を募り、遅くとも1924年4月には業務を開始していた67．開発にかんする基
本要綱は、1924年作成の「満洲水田経営ノ計画」にまとめられ、在満朝鮮人「救済」の方法、支援組
織の設置、資本金額と予算などの事業計画を定めていた銘。計画書の冒頭部には設立趣旨が掲げられて
いるが、「資力ノ後援ナキ」ため在満朝鮮人は「生計ノ安固ヲ得〔ザル〕」状況に陥り、その打開策とし
て水田事業が提唱された‘1910年代後半より鄭が主張してきた朝鮮人の「救済」が、ここに初めて華
豊水田公司として実現したのである｡
水田事業の開始にあたり重視されたのは、労働力および土地の獲得、農業施設の整備であった。まず、
労働力は、朝鮮と満洲に設立された組織が斡旋した。京城に設立された「在外韓族墾殖後援会」は、「在
外同胞救済金」の募集や移住民の斡旋を担当した≦同会の始業の時期については計画書には明記されて
いないが、1924年3月12日の関東庁警務局の報告書により前年ll月に創設されたことが確認できる。
その主な活動は、満洲における水田開発のために移住者を募り北満の依藺道に送出することであった。
朝鮮からの移住者を受け入れるため、鄭は満洲に「東省墾殖協会」を設立し、帰化朝鮮人の「名義」
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を利用し土地「買収」に従事した。入植予定地である依藺道饒河県に18,000町歩の農場を開設し､2,000
戸の朝鮮人を招致する計画であった。また、農場経営に必要な設備は順次建設され、l～2年次に水路
の開削・道路や家屋の築造・耕地整理がすすめられ、3年次に水田造成が完成する予定であった。とく
に水田経営に必要な灌概設備として予算84万円が計上されているが、これは公司の建設費200万円の
4割に相当した。こうして鄭は、1920年代前半に華豊水田公司の設立に成功し、饒河県において大規模
な水田事業に着手していくのである｡
おわりに
これまで、本稿は、l910～20年代における間島とその北部、東清鉄道以北の饒河県における水田開
発の実態を考察してきた二水田事業が普及した要因として、①簡易な灌概施設の建設、②優良品種の配
布、③水稲栽培技術を持つ朝鮮人の広範な移住、④朝鮮人小作人に対する地主の優遇が、あらためて指
摘できる，
情王朝が封禁を実施した時期においても、すでに朝鮮人が続々と満洲に移住し、1880年代前半にこ
の政策が廃止されると､朝鮮人が間島に定住した。1910年代には間島に流入する朝鮮人が顕著に増加し、
l920年前後には朝鮮人人口は300,000人に達した。
こうした朝鮮人の急激な人口移動にともない、朝鮮人の移住先においては次々と水田が開墾された。
水稲栽培は、朝鮮人の移住とともに各地で普及し、通化から奉天などの満鉄沿線、間島からハルピンな
どの東清鉄道沿線に伝播した‘本稿が対象とした問島の場合､1910年代に朝鮮人が急速に間島に移住し、
間島における水稲の作付面積は増加の趨勢を示した｡作付面積は1910年には100町歩に過ぎなかったが、
10年間で37倍に増加し1920年には3,700町歩に達した、土地開墾と同時に簡易な灌概の開削がすすみ、
灌概面積は作付面積とともに拡大したのである。つまり、労働力と灌概設備を獲得すれば水田事業に参
入することは、それほど困難ではなかった。間島北部の東蜜県や蜜安県の場合、朝鮮人は綏芥河・牡丹
江水系から引水する溝渠を掘り、栽培に必要不可欠な水利を得ていた。さらにハルピンにおいては、中
国人地主が水田事業の採算に着目し、1910年代後半に水田事業が端緒に付いた。こうして、間島から
問島北部へと伝播した水田事業は、ついに東清鉄道沿線のハルピンまで到達したのであった。
さらに、1920年代以降も朝鮮人の満洲定住がすすんで、安定した労働力の確保が可能となり、水田
事業は活況を呈した◎間島においては、朝鮮人人口の約8割が農業従事者であったが、各地で水田造成
が始まると労働力の確保が困難となり、地主は小作人に有利な契約を結び労働力を繋ぎ止めた。
また、1920年代は、満洲各地に農業公司を中心に大規模な水田開発が進行した時期であった｡帰化
朝鮮人の鄭安立は、容易に土地を獲得することが可能であり、さらに現地社会つまり議会関係者を発起
人として華豊水田公司を設置したのである。開発の具体策は「満洲水田経営ノ計画」に示されているが、
入植した朝鮮人2,000戸に水田のほかに灌概や住宅を建設させることが計画されていた。
こうして1920年代後半までに農業公司の設立が相次ぎ､さらに1930年代以降も鄭の農場をモデルケー
スとする朝鮮人の水田事業が発展したと考えられる。そのため今後の展望として、本稿で取り上げられ
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なかった1930年代の水田事業を検討する必要があると考える。1930年代には国策として朝鮮人移民が
実施されたが、その集大成が「満鮮拓殖株式会社」(1938年7月）の成立であった。その主な事業は既
住者の統制、新規移住者の制限、間島と東辺道への入植奨励、自作農創設事業など多岐にわたった。し
かし、1930年代以降も朝鮮人が水田開発の担い手であることに変わりなく、1930年代以降も満洲全域
の米穀生産は拡大していくのであった。また、満洲各地の産米は「満洲国」の主要都市において消費さ
れたと推測される。こうした「満洲国」期における米穀生産の展開や消費についての問題は、今後の課
題として残されている。
???
以下、括弧は省略。
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【Abstract】
AgriculmrepromotionsinEastemManchuriaregionandricecrop
SHIRAIATakuro*
Thisreportexaminespaddy-ricecultivationpl･acticesspreadintheManchurianeasternareabetweenl910andl920.Dueto
theftlvorableconditionssuchasconstnlctionofbriefirrigationfacilities,emigrationoftheKoreanswithapaddy-ricecultivation
technology,andthetenantcontractswhichwereadvantageoustoaKoreanfanners,ricefielddevelopmentadvancedrapidlyinthe
1920sinthisarea.
AIso,itwasthetimewhenagriculturecompaniesstartedricefieldmanagement.However,inprevioussmdies,theanalysis
wasplacedontheinefficienciesofseveralpaddyfieldmanagementcompanies.Thisreporttherefbrediscussestheeffectson
clutivationwhenacompanywasfbnnedbyZhengAnLi
Asaresultofthisanalysis,itisclearthatthecollditionsnecessaryfbrfbnningFarmingCorporationwasextremelydifficult.
Zhengovercameproblemssuchaslandacquisition,theconstructionofsupplyofwaterfacilities,laboursupply,butfaced
6nancingproblems.TherefbreZhengwasfacedwiththetaskoffilndacquisition,finallystartedricefielddevelopmentaround
1924.
Keyword:Manchuria,RiceCrop,KoreanLivinginManchuria,IrrigationPlant,FanningCorporation
本稿は、1910～20年の満洲東部地域において水稲栽培が普及した経過を検討した。とりわけ間島とその周辺地域
においては、簡易な灌概施設の建設、水稲栽培技術を持つ朝鮮人の移住、小作人に有利な契約条件などの好条件に恵
まれ、1920年代に急速に水田化がすすんだ。また、1920年代は農業公司が建設され、組織的な水田経営が満洲にお
いて端緒についた時期でもあった。しかし、先行研究において公司成立の分析は不十分であり、本稿は鄭安立が饒河
県に開設した「華豊水田公司」を事例に設立経緯を検討した。ここで明らかになったことは、公司を建設する諸条件
は整っていたが､現地の行政機構との協力関係をもって初めて公司を建設できた点である。すなわち､鄭は土地の獲得、
水利施設の建設、労働力の供給など水田事業の要件を整え、さらに吉林省議会や饒河県の高官を発起人に迎え公司を
設立したのである。
キーワード：満洲、米作、在満朝鮮人、水利、農業公司
*AvisitingmemberofthelnstimteofHumanSciencesatTbyoUniversity
